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④事務事業に関する課題・環境の変化 ⑤事務事業に対する住民からの意見等
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② 事務事業の内容　※何をどのようにする事務事業なのか、市民が理解できるよう記述する、行政用語は使わない

地域において、高齢者の生活支援・介護予防サービス（生活支援サービス等）の提供体制の構築に向けたコーディネート機能を果たす生活支援コーディネー

ターを配置することや各地域における生活支援コーディネーターと生活支援等サービスの提供主体が参画する、定期的な情報共有及び連携強化の場として協

議体を設置すること等を通じて、多様な日常生活上の支援体制の充実・強化及び高齢者の社会参加の推進を一体的に図っていく。27年度は生活支援コーディ

ネーターの配置や協議体の設置に向けた研究会を開催して市の方針を決定。【生活支援コーディネーターの業務内容】①社会福祉協議会、民生委員、老人クラ

ブ、福祉関連団体の総会にて介護予防・日常生活支援総合事業への協力の依頼、②地域の老人クラブ、地縁組織における通いの場の普及、③関係者間のネッ

トワークの構築、④生活支援サービス（在宅高齢者のごみ出し、送迎等）の開発、⑤生活支援サービス担い手の養成

介護保険法の改正に伴い、平成27年度より事業開始。

平成27年度は、研究会（任意の検討部会）を開催し、関

係者の意見を聴取。

協議体については、想定される構成員が（設置予定のも

のも含め）他の会議と多数重複するため調整などが予想

される。
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む事項について記載）

内容

・H28年4月より生活支援コーディネーターを配置

・協議体は28年度中に設置予定。
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整備に関する意見を広く聴取。地域のニーズ・課題の把

握や関係者間において情報共有を図った。
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